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1 はじめに 

人工知能（AI）の発達は、現代社会の多くの問

題を改善したり、人々の生活をより豊かにしたり

することが期待されている。とりわけ自動運転に

ついては、人間の起こす様々なミスを未然に防い

だり、或いは運転自体を全て車に任せたりするこ

とにより、痛ましい交通事故の発生を抑制するこ

とや、運輸・輸送業における人手不足や労働環境

の問題を改善することが期待されている。 

諸外国では既に高いレベルの仕様で実証実験を

行うなどしており、日本国内でもそれに追随する

形で開発が行われている。しかし、諸外国と日本

とでは、交通事情などの様々な環境が異なるため、

開発・実験などのすべての段階において差が出て

いる。また、実際に自動運転を行うにしても、日

本国内では現行の法規上の問題など、様々な問題

が障壁となることがすでに指摘されている。そし

て、自動運転に対する我々国民の受け止め方にも

差があることは無視できない。民主主義国家であ

る以上、自動運転機能を搭載した車が主流となっ

た世の中でも、それらの車を利用する・しないは

個人の自由であるはずだ。これは個人レベルには

とどまらず、企業レベルでも言えることだろう。

我々国民の受け止め方によっては、技術が進歩し、

大衆の車として自動運転車の販売が許可されたと

しても、一部の業界だけが積極的に採用するだけ

に留まる場合、或いは一切利用しないという場合

も十分に考えられる。 

これらを受け、自動運転を取り巻く現状を改め

て整理したうえで、日本国内においての自動運転

は、どのように利用すれば、国内の事情に寄り添

った、より高い効果を期待できるかについて、ア

ンケートの結果を用いて検討する。アンケートは

Google Formsを用い、SNS（Twitterや Instagramを

通じてアンケート調査の協力を依頼）を通じて不

特定多数を対象に行う。集計は年齢や性別、ある

いは回答者の趣味趣向などを考慮して比較し、ま

とめる。 

 

2 日本国内における自動運転の現状 

2.1 技術面での推移 

自動運転におけるレベル別の段階分けは、モビ

リティ専門家を会員とするアメリカの非営利団体

である SAE（Society of Automotive Engineers）が

2016 年 9 月に定めたものや、2018 年 2 月に公益

社団法人自動車技術会（JASO）が発行した JASO

テクニカルペーパ「自動車用運転自動化システム

のレベル分類及び定義」に準じる。この定義によ

ると、自動運転は技術レベルによって、レベル 0

からレベル 5までに分類される。 

 

レベル 0（自動運転化なし）は、ドライバーが

全ての主制御系統の操作を行う必要のある状態が

分類される。特に、ABS（アンチロック・ブレー

図 1 自動運転のレベル分けについて 



キシステム）や、後方死角検知機能、レーン逸脱

警報機能といった機能が搭載されていても、危険

を知らせるアラート機能だけであったり、瞬間的

なアシストに限られた機能だけであったり、いず

れも操作系への介入がないところが特徴として挙

げられる。現在は後述するレベル 1相当の自動ブ

レーキ機能などを搭載した車が多く販売されてい

るため、ほとんど新車では見ることは出来ない。 

レベル 1（運転支援）は、自動ブレーキや前車

追従走行（ACC）、車線逸脱防止機能（LKAS） な

ど、システムが縦方向または横方向いずれかの車

両運動制御のサブタスクを、限定領域において実

行できる状態が分類される。なかでも自動ブレー

キは、新車への装着率が 95%を越したり、現在で

は一部車種を除き新車への搭載義務化が開始され

たりするなど、広く技術が浸透している様子がう

かがえる。 

レベル 2（部分自動運転化）は、システムが縦

と横、双方の車両運動制御のサブタスクを限定領

域において実行できる状態が分類される。渋滞時

において、同一走行レーンを走行維持しながら先

行車の停車や発進を検知し、それに自車が追従す

る、というような渋滞時の追従支援システムなど、

いわゆる「ハンズオフ」運転が可能な機能を搭載

した車種を各自動車メーカーは順次拡大している。 

レベル 3（条件付き自動運転化）は、自動運転

システム動作時は、システム自体が運転操作全般

を複合的に操作する一方、作動継続が困難な場合

は、システムの介入要求などに対して人間が適切

に応答しなければならない、という状態が分類さ

れる。“渋滞時の高速道路に於いて、最大 50km/h

以下の範囲で自動運転が可能”といった動作条件

付きではあるが、ホンダの新型 LEGENDがこの段

階に値し、日本における量産化最前線の段階とも

いえる。 

レベル 4（高度自動運転化）は、前述のレベル 3

で作動継続が困難な場合に人間の介入を必要とし

た部分に関しても、限定領域内に於いてはシステ

ム自体が応答するといった状態が分類される。法

規的側面の項でも後述するが、日本では法改正が

2023年 4月に施行される見込みであり、現時点で

は公道走行自体が許可されていない。また、この

レベルの自動運転車の市販なども行われていない。 

レベル 5（完全自動運転化）は、システムの運

行設計領域（ODD）に限定されることなく、どの

条件下でも自動運転を行える状態が分類される。 

 

2.2 法規的側面からの制限 

道路交通法では、2020年 4月の改正施行により、

高速道路など一定の条件下で自動運転できるレベ

ル 3相当の自動運転車が公道を走れるようになっ

た。さらに 2023年 4月には、レベル 4相当の自動

運転車が公道を走れるように許可された改正案が

成立し施行される見通しである。ただし、この法

改正は、過疎地などでの無人運転による移動サー

ビスや、最高時速 6㎞以下の自動配送ロボットの

ルールが盛り込まれるなど、主に事業者を対象と

した内容といえるため、一般消費者がレベル 4相

当の自動運転車を所有するのは、まだ少し先とも

考えられる。 

 

2.3 諸外国との比較 

自動運転車の販売開始時期を比較すると、レベ

ル 3相当の機能が搭載された車種が販売されたの

は、ドイツが 2018年 1月、中国が 2020年内なの

に対し、日本は 2021年 3月と、最大で 3年近くの

差が出ている。アメリカや中国では、レベル 4相

当の自動運転車を用いた大規模なサービスが開始

された。また両国は、自動運転トラックの開発が

盛んで、量産化を視野に入れた取り組みも加速さ

せている。レベル 5相当に関しては、現在の技術

水準では達成が困難とされているが、各国ともに

完全自動運転化達成への意欲を示し、技術開発を

加速させている。日本でもこのような動きはみら

れるものの、上記のようなアメリカや中国の大規

模サービスに似類する事例はみられず、実用化に

も至っていない。 

 

2.4 自動運転技術の活用 

政府は 2025 年までの高度自動運転の実現に向

けたシナリオを三つの分野に分類して策定した。

一つ目は、交通事故の削減と交通渋滞の緩和を目

的とした自家用車の分野、二つ目は物流交通の効

率化と目的とした物流サービスの分野、三つ目は



交通弱者の解消を目的とした移動サービスの分野

である。 

 

また、どの業界でも人手不足が叫ばれる昨今、

物流や輸送といった業界では、他業種よりも一層

問題が深刻である。 

 

上記の図 3からも分かる通り、人手不足により

どの業界も有効求人倍率は年々上昇しているが、

特に物流や運輸といった業界における有効求人倍

率の伸び率が激しく、差が広がっている。 

こういった問題などを解決する糸口として、自

動運転の技術を活用できないか、各地で実証実験

など重ね、今も模索が続いている。 

 

3 自動運転に対する国民の受け止め 

3.1 アンケート調査の実施 

前項 2で上げた日本国内における自動運転の現

状からもわかるように、現代社会は様々な問題を

抱えており、それらの解決の糸口として、自動運

転技術を有効活用できないか、日々模索している。

現在では、実証実験などの段階であるため、全民

衆にとってなじみの深いものではないが、政府が

公開した高度自動運転の実現に向けたシナリオに

もあるとおり、近い将来、自動運転は身近なもの

になることは十分に推測できる。しかし、このよ

うな動きや自動運転に対する受け止め方には、

我々国民の間でも差があることは無視できない。 

そこで本研究では、Google 社が提供しているア

ンケート作成サービス「Google Forms」を用い、今

の国民は、自動運転に対してどのような印象があ

り、どのように受け止めているのか、自動運転技

術を有効活用できる方法について、どのような考

えを持っているのかについて調査する。 

 

3.2 調査概要 

アンケート調査の対象者は不特定多数とする。

しかしながら、対象者の趣味趣向によっては、自

動運転に関する知識などに差があり、そこから自

身の考えにも何かしらの影響を及ぼすのではない

かと仮定し、この条件を基に集計しやすいよう、

回答フォームを 2つ別々に作成した。アンケート

調査への協力依頼の告知を行った媒体は、主に

Twitter や Instagram の自身が所有するアカウント

を用いた（こちらで告知した回答フォームは、以

下、回答票Ⅰとする）が、仮定の検証を行いたい

図 3 物流・輸送業界における有効求人倍率 

図 2 高度自動運転の実現に向けたシナリオ 

図 4 Google Formsによるアンケート調査 



と考えたため、Twitter のサービス特性を踏まえ、

運輸や交通、車に興味のあるといった層のみに対

し、先述した別の回答フォーム（以下、回答票Ⅱ

とする）を自身の所有する別のアカウントにて告

知した。ただし、回答票自体は同一の内容とする

など、正確な比較・検討がしやすいように配慮を

行った。 

 

3.3 調査結果 

アンケート調査には、延べ 23人の協力を得た。

このうち、回答票Ⅰでは、男性は 6 人、女性は 2

人、回答票Ⅱでは、男性は 14人、女性は 1人であ

った。年代別で見ると、20代と回答した割合が多

く、次いで 10代と続く。回答者の社会的な属性で

は、16 人が学生（大学・専門）であると回答、次

に学生（中学・高校）、社会人と続いた。なお、回

答票Ⅱで社会人と答えた回答者で、現時点で運輸・

輸送業（本研究では、陸上交通に限る。以下同様）

に従事していると答えた回答者はいなかった。 

回答者自身の運転免許所持の有無に関しては、

最も多かったのが普通自動車免許を所有で、次い

で免許を所持していない、原付免許を所有と続く。

普通自動車免許所有者のなかでも、回答票Ⅱでは、

限定なし免許の所有者が多かった一方、回答票Ⅰ

では、AT限定免許の所有者が多く、ここで早くも

仮定で想定した通りの結果が出た。また、運輸・

輸送業に興味があるか、車に興味があるかといっ

た質問でも、回答票Ⅱで興味があると答えた回答

者の方が多かった。 

現在の自動運転の技術やそれらを取り巻く日本

の環境に対しての印象を問う質問では、どちらの

回答票でも「よいとおもう」「どちらかと言えばよ

いと思う」といった肯定的な意見が多かった一方、

その理由を問うと、回答票Ⅰでは利便性の向上を、

回答票Ⅱでは交通安全を含めた安全性の向上を答

えた回答者が多く、結果が二分した。「どちらかと

言えばよくないと思う」といった若干否定的な意

見を答えた回答者は、その理由として実用的な視

点から考えたときに弊害などが発生しないか懸念

がぬぐえないと答えた回答者が多かった。 

日本国内にて自動運転は必要不可欠であるかど

うかを問う質問では、どちらの回答票でも「選択

の余地があればいいと思う（どの業種には必ず必

要だとは思わない）」といった回答が多かった。 

自動運転技術は、どのような場面で利活用すれ

ば効果的だと思うかを問う質問では、回答票Ⅰで

は「悲惨な人身事故などを防ぐための手段」と答

えた回答者が多かった一方、回答票Ⅱでは意見が

分散し、「過疎地域の公共交通・物流」と答えた回

答者が多く、次いで「過酷な環境下での公共交通・

物流」、「悲惨な人身事故などを防ぐための手段」

と続いた。 

乗用車の購入を検討していると仮定し、最も重

要視する視点を問う設問では、回答票Ⅰでは意見

が分散し、本体価格と答えた回答者が多く、次い

で車両の見た目、操作性（運転のしやすさ）と続

いたのに対し、回答票Ⅱでは車両の機能性と答え

た回答者が多かった。 

乗用車の購入を検討しているという仮定はその

まま、レベル 5相当の完全な自動運転機能が搭載

された車が他の車と同一の価格で販売されていた

として、機能面を重視して車を選ぶとしたらどれ

がよいかを問う設問では、回答票Ⅰでは「完全な

自動運転機能が搭載された車」を選んだ回答者が

多く、選んだ理由にも利便性や安全性を挙げる回

答者が多かった一方、回答票Ⅱでは、「現在主流と

されている車（サポート機能搭載など）」を選んだ

回答者が多く、利便性や安全性を求める一方、自

分で運転する感覚は残しておきたいといった理由

が多かった。またどちらの回答票でも、「従来から

ある車（レベル 0相当）」を選んだ回答者は、自分

で運転がしたいからといった理由の他にも、長く

乗ることを考えると、高機能であればあるほど整

備面で劣りがちなため、安易なつくりである方が

よいからといった理由も見られた。 

今後、自動運転車を販売義務化する可能性が否

定できないが、このような動きがあった場合、ど

のように考えるかを問う設問では、どちらの回答

票でも、「どちらかと言えばよくないと思う」「よ

くないと思う」といった否定的な意見が多く、選

んだ理由としては、考え方は人それぞれであるか

ら、選択の自由を残すべきであるという意見が目

立った一方、肯定的な意見を選んだ回答者からは、

選択肢としての余地を残さないことにより、自動



運転が目的としていた安全で効率的な交通が実現

出来ると考えているからといった意見があった。 

 

3.4 調査結果から分かること 

回答者の属性を把握する質問以外で、回答票Ⅰ

と回答票Ⅱの双方で回答に同じ傾向がみられたの

は、現在の日本の自動運転に対しての印象を問う

質問、日本国内にて自動運転は必要不可欠である

かどうかを問う質問、今後、自動運転車の販売義

務化を行うような動きがあった場合、どのように

考えるかを問う設問の 3つであり、自身の興味関

心や、自動運転に関する知識などの有無に関わら

ず、同じ意見を持っている傾向があることが分か

った。 

対して、そのほかの設問に関しては意見が分か

れているが、乗用車の購入を検討していると仮定

し、レベル 5相当の完全な自動運転機能が搭載さ

れた車が他の車と同一の価格で販売されていたと

して、機能面を重視して車を選ぶとしたらどれが

よいかを問う設問では、両回答票の結果の差や、

意見に差が出なかった自動運転車販売義務化を仮

定した設問から、技術がどれだけ発展していった

としても、我々大衆にとって選ぶことのできる環

境を維持していく必要があることが分かる。自動

運転技術はどのような場面で利活用すれば効果的

だと思うかを問う質問では、我々の安全を求める

のか、社会インフラを支える人々の待遇改善や人

手不足の解消を求めるのか、意見が二分する。こ

れは具体例を選ぶ際、趣味趣向その他が関係する

のではないかとも考えられるが、どちらも天秤に

かけることが出来ない重要な問題である。しかし、

どちらの回答票でも、利便性や居住性を追求する

項目が選ばれていないことから、利便性を追求す

るよりも先に、より安全で、誰もが過ごしやすい

社会環境を作る一助として自動運転技術を利活用

していくべきであるということは言えるだろう考

えられる。 

 

4 おわりに 

人工知能（AI）の発達は、現代社会の多くの問

題を改善したり、人々の生活をより豊かにしたり

することが期待されている。そのなかでも、自動

運転技術については、我々の生活環境における安

全性の向上や、社会インフラを支える人々の待遇

改善や人手不足の解消の手段といった、より安全

で誰もが過ごしやすい社会環境を作る一助として

利活用していくべきである。また、技術の発展が

進んだ未来においても、自動運転車の普及や使用

は強制的なものではなく、個々人の考えに応じて、

使う使わないを自由に選択をすることができる社

会環境を維持し続けていくべきである。 
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